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1. 研究目的 

 

本研究の目的は、再生可能エネルギーの一つで

ある太陽光発電について調査し、日本においてどの

ような取り組みをすべきかを他国の状況も含め考察す

ることである。  

 

2. 再生可能エネルギーについて 

 

2-1 再生可能エネルギーとは 

再生可能エネルギーとは、自然の営みから半永久

的に得ることができ、継続して利用できるエネルギー

のことである。有限でいずれ枯渇する化石燃料と違い、

自然の活動によってエネルギー源が絶えず再生、供

給され、地球環境への負担が少ない。 

 

2-2 積極的な投資が行われる背景 

長期的なエネルギー供給の逼迫とそれに伴う化石

燃料価格の上昇が懸念される中で、中長的なエネル

ギー源のベストミックスを模索する上で省エネルギー

の推進と再生可能エネルギーの比率を高めることが

必要になっている。 

 

3. 他国における取り組み 

 

3-1 EU における導入目標 

2009 年の再生可能エネルギー指令では、2020 年

までにエネルギー消費の 20％を再生可能エネルギ

ーとするとしている。 

 

3-2 ドイツにおける再生可能エネルギーに関する主

な導入措置 

固定価格買取制度（1991 年～）、再生可能熱導入

の義務づけ（2009 年～）、バイオ燃料導入の義務づ

け（2007 年～） 

 

3-3 太陽光発電の状況 

固定価格買い取り制度（FIT）等の制度により再生

可能エネルギー電気の導入量は増加し、太陽発電

産業は成長を遂げた。太陽光発電量の大幅な増加

に伴い、2010 年から固定価格買取制度における買

取価格の引き下げが行われている。 

 

図 1 ドイツにおける再生可能エネルギー電気の導入

状況 

 
出所：エネルギー白書 2011 

 

図 2ドイツの太陽発電産業の売上高及び雇用者数の

推移 

 
出所：みずほ総合研究所リポート（2009） 

 

3-4 スペインにおける再生可能エネルギーの主な導

入措置 
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固定価格買取制度（1994 年～）、プレミアム価格買

取制度（1999 年～） 

 

3-5 太陽光発電の状況 

2007 年固定価格買取制度導入により、政府の巨

額の補助金を目当てに太陽光バブルとよばれる過剰

投資が起きた。その中で、太陽光による電力の買取

価格が極端に高かった為、買い取り義務を負った電

力会社が倒産するという事態が起きた。その後、政府

は買取価格の引き下げを行った為（2009 年）、太陽

光バブルは一気にはじけた。 

 

図 3 スペインの太陽光発電導入の推移 

 
左目盛り単年度、右目盛り累計 

出所：日経 BP 社 

 

4. 日本における取り組み 

 

4-1 主な導入措置 

設備補助金制度（1997 年～）、グリーン電力証書

（2000 年～）、RPS 法（2003 年～）太陽光発電の買取

制度（2009 年～）、 

 

4-2 制度詳細 

• 設備補助金制度 

太陽光発電パネル購入時に、規定の条件を満た

すことで、補助金が交付される。 

• グリーン電力証書  

再生可能エネルギーで作られた電気のうち、エネ

ルギーとして使用される動力の部分と環境価値の部

分とを分け、環境価値部分を証券化したものを「グリ

ーン電力証書」とよぶ。  

• RPS 法  

 電力会社に対し、ある一定以上の再生可能エネル

ギーで発電を義務付けた制度。  

• 太陽光発電の買取制度  

 太陽光によって発電された電力の余剰分を電力会

社が買い取る制度。  

 

4-3 国内ソーラー事業 

 国内では、欧州のように電気事業目的を含む企業

からの電気買取は行っていないが、発電事業を目的

とした企業も存在する。 

 2008年 10月、宮崎県は、県と協力しながらメガソー

ラーを開発・運営する企業を公募した。リニアモータ

ーカー実験線を使う国際航業のプランが選ばれ、宮

崎県都農町では、国際航業グループによる発電規模

1000kW以上のメガソーラー（大規模太陽光発電施

設）の運営が行われている。欧州では 1kW当たり 40

～50円程度で25年間にわたり買い取るのに対し、日

本では FIT が適用されないため、売電分とグリーン電

力証書発行などの環境価値の販売分を合わせても

1kW当たり 20 円に満たないため、「投資回収は難し

い」（前川社長）のが実情。 

 

図 4 宮崎ソーラーウェイのメガソーラービジネス 

 

出所：宮崎ソーラーウェイ 

 

4-4 太陽光発電の状況 

国の補助制度等により太陽光発電の導入量は増

加し、太陽光パネルの価格は減少している。 

 

図 5 太陽光発電システム価格と導入量の推移 
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出所：エネルギー白書 2010 

 

4-5 国内発電電力量割合推移 

 2009年時点では、発電電力量の90％を化石燃料と

原子力が占め、再生可能エネルギーによる発電量は

10％未満の値となっている。 

 

図 6 国内発電電力量割合推移 

 
出所：エネルギー白書 2010 を元に坂内作成 

 

5. 福島県における再生可能エネルギー 

 

福島県は2009年度実績で、水力発電、バイオマス

発電等を含め発電電力量の 17.3％が再生可能エネ

ルギーである。（図 7）図 6 にあるように日本全体の

10％未満の値と比較すると、福島県における値は高

いことが分かる。これは、福島県には充実した発電施

設があることが関係している。郡山布引高原風力発

電所、柳津西山地熱発電所をその例として挙げる。 

 

図 7 福島県における発電電力量割合 

 

出所：環境エネルギー政策研究所の資料を基に坂内

作成 

 

① 郡山布引高原風力発電所 

風力設備 33 機、総出力 65,980kW 

2007 年 2 月に運転開始 

年間発発電量：約 12,500kWh 

→現時点では出力数が国内最大 

 

出所：郡山布引高原風力発電所HP 

 

② 柳津西山地熱発電所 

発電出力 65,000kW 

1995 年 5 月に運転開始 

→出力数が国内最大 

 

出所：柳津西山地熱発電所HP 

 

6. 固定価格買取制度について 

 

6-1 固定価格買取制度とは 

 太陽光発電の導入促進に効果的であるとされるの

が、固定価格買取制度である。固定価格買取制度と

は、再生可能エネルギーによって発電された電力を、

電力会社が一定期間・価格で買い取ることを義務付

けた制度である。電気事業者が買取りに要した費用

は、原則として使用電力に比例した賦課金によって

回収することとしており、電気料金の一部として、国民

が負担することとなっている。 

 

6-2 太陽光発電買取制度比較 

日本では、発電電力の余剰分のみを電気事業者

が買い取る太陽光発電の買取制度が行われている

が、2012 年 7 月から固定価格買取制度が導入され

る。 
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図 8 制度比較 

 
出所：山崎耕造『太陽エネルギーの本』（2010）P148

を元に坂内作成 

 

6-3 制度による影響 

固定価格買取制度では、電気事業者が買取りに

要した費用を電気料金に上乗せすることとなっている

ため、電気料金は太陽光発電の導入量増加に伴い

高くなる。固定価格買取制度を導入しているドイツと

日本の電力料金を比較するとドイツの電力料金は

年々上昇している。 

 

図 9 電力料金比較 

 
出所：東京電力の試算より坂内作成 

 

7. 太陽光発電の問題点 

 

発電方式別に比較すると、太陽光発電は他のエネ

ルギーに比べ高コストである。2030 年の大幅なコスト

ダウンの為には技術革新が必要である。また、再生

可能エネルギーの発電設備容量・発電電力量は増

加傾向にあるが、発電設備利用率・発電効率 1は他

のエネルギーに比べ低い値となっている。 

 

図 10 発電コスト比較 

                                                  
1 発電効率とは、利用するエネルギーに対してどのくらいの割合
を電気エネルギーに変換することができるのかを表す指標のこと。

発電効率が高いほど、より効率的な発電設備といえる。 

 

資料元：日本経済新聞の記事（2011/12/14）を元に

坂内作成 

 

図 11 発電設備利用率比較 

 

出所：エネルギー白書 2008 を元に坂内作成 

 

図 12 発電効率比較 

 

出所：エネルギー白書 2008 等を元に坂内作成 

 

8. 今後の課題と提案 

 

8-1 今後の課題 

今後は省ネルギーを前提とし、発電効率を向上さ

せることで電力源のベストミックスを達成させることが

課題であると考える。 

 

8-2 東北におけるベストミックス 

東北地域では図 7 の現状を出発点として省電力に

よって分母の電力需要を大幅に縮減し、大規模水力

を含めた再生可能エネルギーの供給を拡充すること

によって、2020 年に再生可能エネルギーによる電力

供給を 100％にすることを目指している。（「2020 年自
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然エネルギー100％プラン」2011）それが可能かは疑

問であるが、2030 年、2050 年に向けて太陽光発電を

含む再生可能エネルギーの比率を高めることは必要

である。 

 

図 13 東北での供給構造 

 

出所：環境エネルギー政策研究所 

 

8-3 日本におけるベストミックス提案 

 以上から、私が提案する電力源のベストミックスは以

下の通りである。 

 2009年時点では化石燃料による発電量が60％、原

子力による発電量が 30％を占め、再生可能エネルギ

ーによる発電量は10％未満の値となっている。（図12）

2030 年には化石燃料による発電量は 50％、原子力

による発電量は 10％とし、残りは再生可能エネルギ

ーに発電でまかなう。具体的には、発電効率の高い

水力発電を推進し、風力発電においては洋上風力に

よる発電量を増加させる。2050 年には、2030 年時点

よりも化石燃料、原子力による発電量を減少させ、再

生可能エネルギーによる発電量を増加させ、結果的

には発電電力量の 60％近くをまかなうことが望ましい

と考える。 

 

図 14 発電電力源割合（2009） 

 

 

図 15 発電電力源割合（2030） 

 

 

図 16 発電電力源割合（2050） 
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